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ルーセント・テクノロジー ＩＹＦ青少年育成基金
●受付締切／11月30日（金）必着
●助成の対象となる活動／1、青少年が参画し、学校の各種状況や生活環境
を改善・改革を目指した活動などを促進し、さらなる学習・生活環境の向上を
支援します。
2、教員の研修を通じ、学校内のさまざまな課題に対し、よりよい対処法や新
たな実践を模索するなど、意識の変革や問題対処能力の向上などを目指す
事業を支援し、ひいては青少年の学校生活・学習環境の改善を目指します。
3、自分に適した学習・成長の場と、その機会を「選択」することが、社会的に
広がりを持つようになることを期待し、具体的な選択肢の拡充のため、オル
ターナティブ教育分野の活動を支援します。
※ここでいうオルターナティブ教育とは「居場所」「フリースクール（不登校児
童・生徒を対象としたものを含む」など、年間を通じ、青少年と継続的な関係を
持ちうる事業を指します。
●問い合わせ先／国際青少年育成財団日本事務局（ＩＹＦジャパン）内「ルー
セント・テクノロジーＩＹＦ青少年育成基金」事務局（担当：村上）　108-0074
東京都港区高輪4-10-63-302　Tel.03-3440-3373　Fax.03-
3440-4447　E-mail　mmiyfjpn@gol.com
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（社福）新日本友の会　身体障害者及び知的障害者に
関する事業に対する助成
●受付締切／毎年11月末日
●助成の対象となる活動・団体／身体障害者及び知的障害者の福祉に関す
る事業を直接営む団体（法人でなくてもよいが、個人は不可）。なお、公的援助
が少なく、少額の援助でも有効に活用しうる比較的小規模な団体を重点的に
助成し、原則として同一団体への継続助成は行いません。
●応募方法／助成申込に当っては必ず事前に連絡の上、「助成金申込書」に
従い申込書を取りまとめ、申込むこと。
●問い合わせ先／（社福）新日本友の会　108-8005　東京都港区港南
一丁目8番15号Ｗビル17Ｆ　Tel.03-5495-2784　Fax.03-5495-
2785

（社）日本河川協会　日本水大賞
●受付締切／11月30日（金）
●対象となる団体／水循環系の健全化に寄与すると考えられる活動を行って
いる学校、企業、団体、個人、行政。個人、法人、グループの種別、年齢、職業、
性別、国籍等を問いません。
●対象となる活動／水循環系の健全化に寄与すると考えられる活動で、以下
のような分野における諸活動（研究、技術開発を含む）を対象とします。
（1）水環境…川や湖沼、海などの水をきれいにする。水辺の生き物やそのす
みかを大切にする。水辺や水のある地域づくり。
（2）水資源…水を大切にする。山や川などの水源地を大切にする。異常渇水
のときに被害を少なくする。
（3）水文化…水や川や湖沼、海などに対する敬意と親愛を高める。水や川や
湖沼、海などの文化を創ったり広めたりする（芸術、文学を含みます）。におけ
る水文化を発掘したり普及する。
（4）水防災…水災害に対する安全性の向上に資する技術を開発し、普及す
る（ハイテク機器、文化財、ライフライン等を水災害から守る）。雨をためる、しみ
こませる、ゆっくり流す。河川の伝統的技術や災害体験の継承等啓発・普及。
その他、上記に関する国際的な連携・技術協力・学会活動
●各賞／大賞【グランプリ】（副賞100万円）、大臣賞（副賞50万円）、市民活
動賞【読売新聞社賞】（副賞30万円）、国際貢献賞（副賞30万円）、奨励賞
（副賞10万円）、青少年研究活動賞【ストックホルム・ジュニア・ウォーター・プ
ライズ国内選考】（副賞国際コンテストへの参加費用）

●応募方法／申請用紙に所要事項をご記入の上、事務局に直接持参、郵送、
またはE-mailの添付ファイルとして送付により応募してください。なお、申請用
紙は次のいずれかの方法で取り寄せてください。（1）直接事務局まで来訪
（2）切手（160円）を貼り送付先を記入した返信用の封筒（A4版の入る封
筒）を同封し、郵送にて申込み（3）ホームページからダウンロード
●問い合わせ先／（社）日本河川協会（担当：梶谷1、舘澤、紀陸　平日9：
15～17：30）102-0083　東京都千代田区麹町2-6-5　麹町E.C.Kビ
ル3階　Tel.03-3238-9771　Fax.03-3288-2426
E-mail　taisyo@japanriver.or.jp
ホームページ　http://www.japanriver.or.jp/taisyo/index.htm
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国際交流基金アジアセンター公募事業
●受付締切／12月3日（月）
●助成の対象となる団体／下記の各国・地域のいずれかに所在する非営利
団体（大学、研究所、図書館、資料館、美術館、博物館、非営利公益団体、ＮＧ
Ｏ／ＮＰＯなど）とし、個人に対する助成は行いません。
（1）東アジア地域…韓国、中国、モンゴル（2）東南アジア地域…インドネシア、
カンボジア、シンガポール、タイ、フィリピン、ブルネイ、ベトナム、マレーシア、ミャン
マー、ラオス（3）南アジア地域…インド、スリランカ、ネパール、パキスタン、バング
ラデシュ、ブータン、モルジブ（4）日本…国の機関及び特殊法人などの政府関
係機関は対象になりません。ただし、学術研究グループなどは対象となります。
●助成の対象となる活動／共同研究・調査、ワークショップ、会議、研修、記録
保存、活字・映像媒体による研究成果の発表・出版などが対象となります。特
に重要と考えるのは以下の分野です。
（1）多様性の理解と共生に資する取組み…（例）東南アジアによる東南アジ
ア地域研究振興プログラム、地域社会構築のためのボランティアとＮＰＯの役
割に関する国際会議、中国とインドによる社会変容の比較研究対話事業、ア
ジアの知識のグローバルな流通を目指す他言語雑誌の発行
（2）域内共通課題解決のための取組み…（例）環境教育のための教材開発
に関するワークショップ、アジア太平洋地域における人権や移民に関する地域
住民・政策決定者・学界を巻き込んだ政策協議、特定分野の共通課題解決の
ためにアジアの財団が協力関係構築を目指す会議、インターネット普及が北
東アジアの情報通信および経済協力に及ぼす影響の研究、紛争後の社会の
再構築と市民社会の役割。
（3）社会の平等と開放に資する取組み…（例）メディアを通じてアジアの女性
の社会参画機会を促進するための会議、法整備に関する政策決定者と法律家
の国際セミナー、旧インドシナ諸国における法曹養成基礎教育の共同研究。
（4）有形・無形の文化の保存、記録、公開に関する取組み…（例）文化財発掘・
保護専門家養成事業、東南アジアの先住少数民族の口承文学・民話・伝統音
楽の記録、地域住民の研修を組み込んだ地域博物館設立へのパイロット事業。
（5）伝統文化を現代に生かすための取組み…（例）アジアの民族音楽教育に
関する国際ワークショップ、持続可能な手工芸品生産とフェアトレードに関する会
議、伝統演劇技法を通じた表現の国際研修プログラム。
●対象事業の期間／平成14年4月～平成15年3月
●応募方法／申請のためのガイドラインは下記へ請求。
●問い合わせ先／国際交流基金アジアセンター知的交流課
107-0052　東京都港区赤坂2-17-22　赤坂ツインタワー1階 　
Tel.03-5562-3891　Fax.03-5562-3898
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国際交流基金日米センターＮＰＯフェローシップ
●受付締切／12月11日（火）必着
●事業の目的／日米間の架け橋になり国際的に活躍できる次世代の担い手
（人材）を育成するとともに、日本の非営利セクターの基盤強化を図ることを目
的として、日本の非営利セクターに従事している中堅層の方に、米国のＮＰＯ
での中長期のマネジメント実務研修を行う機会を提供するものです。
●応募資格／（1）日本国籍を有する方、もしくは日本に長期にわたる活動拠点
を有する方。（2）日本国内のＮＰＯで働く中堅層で、ＮＰＯにおける2年以上の活
動経験及び当該分野に関する体験的知識を有すること。または、これに準じる知
識、経験を有すること。（3）米国で研修を行う上で支障のない語学力を有する者。
●研修テーマ／人材基盤、資金基盤、情報基盤など、ＮＰＯマネジメントに関す
るテーマを、フェローが自分の関心に応じて設定します。
●研修期間／原則は応募翌年9月～11月の間に開始し、半年から1年。
●支給内容／準備費、滞在費、往復航空賃、住居費、研修補助費など。
●応募方法／規定の書類を提出の後、面接
●問い合わせ先日本NPOセンター（担当／新田英理子）　150-0021　
東京都渋谷区恵比寿西2-11-11-104　Tel.03-5459-8877　
Fax.03-5459-7747　E-mail　enitta@jnpoc.ne.jp

●助成の対象となる活動／自然保護のための調査研究・普及教育・保護活
動など。それぞれの活動は具体的な成果が得られる可能性のあるもの。私的
営利を目的としたものは対象外。2002年度は「里山地域」、「干潟」、「サンゴ
礁」、「南西諸島」の4分野をテーマとし、重点を置きます。これ以外のものは
「一般」部門に応募してください。
●助成の額／30万円、60万円、100万円のなかから選択。
●応募方法／申請書を下記まで請求するか、パソコンなどで同様式を作成し
てください。用紙サイズはA4限定。
●問い合わせ先／（財）世界自然保護基金日本委員会（担当：権田・草刈）　
105-0014　東京都港区芝3-1-14　日本生命赤羽橋ビル6階
Tel.03-3769-1772　Fax.03-3769-1717
E-mail　masayuki@wwf.or.jp　ホームページ　http://www.wwf.or.jp/
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